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谷垣禎一　総裁
「国家公務員法等の一部を改正する法律案」に関する申し入れ

現在、衆議院内閣委員会では、国家公務員法改正について、政府提出法案と我が党等の議員提出法案（対案）の審議が行われており、審議の過程において、政府提出法案の問題点を通じて、野党時代に言っていた政策のアナウンスなき否定、政治主導の虚偽性、労働組合主導の政策決定の問題等々が明らかとなり、共同修正のための与野党協議を申し入れているところである（別紙）。

しかし、今週にも、政府・与党は強行採決するのではないかとの見方もある。そこで、下記をご参照の上、党首討論において、谷垣総裁より法案の共同修正のための与野党協議の要求を鳩山首相に付き付け、政府・与党の本法案の内容及び国会運営の実態に対するメディアと国民の関心を喚起し、党執行部のリーダーシップで党をあげて強行採決阻止・法案共同修正実現にご尽力いただきたい。
記

1、 マニフェストで主張した国家公務員人件費２割削減もできない、野党時代には「肩たたき禁止」といっていながら政権をとったら「肩たたき」を続行、野党時代には「天下り根絶」といっておきながら、鳩山政権下では「裏下り」の調査も行わず、「裏下り」の前例づくりが進んでいる。
2、 野党時代には「公務員もハローワークに行け」「ハローワークを改革しよう」といっておきながら、法案では「民主党版天下りバンク」をつくっている。
3、 政治主導の人事を行うために必要な内閣人事局の機能移管は、麻生政権時の政府提出法案よりも大幅に後退させ、完全に骨抜きになっている。
4、 衆議院内閣委員会では次々に法案にまつわる問題点が浮上している。そもそも、国家公務員制度は政権交代でころころ変わるようなことがあってはならないもので、与野党合意で成立させるべきもの。我が党も政権担当時代はそういう哲学のもと、民主党との合意で国家公務員制度改革基本法を成立させた。

5、 政府提出法案を与野党の修正協議をすることもなく、強行採決することは断じて容認できない。与野党協議で与野党合意を形成する、強行採決はしないと、国民の前に約束すべきである。
（別紙）法案審議の過程が明らかになった主な問題点

・マニフェストで主張した国家公務員人件費２割削減と定年延長を同時に実現するには給与体系の見直しが急務であるにもかかわらず、これを先送りしたために矛盾が露呈し、野党時代の法案に盛り込まれていた「肩たたき禁止」の看板を下ろし、政権は「肩たたき」を続行している。組合の顔色をうかがっている民主党には所詮公務員改革はできないことが露呈した。
・野党時代には「公務員もハローワークに行け」「ハローワークを改革しよう」といっておきながら、法案では「民主党版天下りバンク」をつくっている。

・野党時代には固定的指定席ポストへの天下り・裏下りを追求しておきながら、政権をとったら固定的指定席ポストへの裏下りをさせないといえない（１３日の衆院内閣委員会において仙谷大臣は「役所の管轄下にある機関について、役所の次官経験者あるいは長官経験者がつくというような」人事を、鳩山内閣はしないということについて、仙谷大臣は官邸の「感触」を得たとのこと）。財務省をはじめとする霞が関の反乱を恐れて民主党の一番の看板政策の天下り根絶を放棄してしまった。
・鳩山政権下では「裏下り」の調査も行わず、「裏下り」の前例づくりが進んでいる（対案にあるように、天下り・裏下り斡旋への刑事罰がなければ根絶はできない）。財務省の裏下りを擁護するために裏下り容認の閣議決定までしてしまった。
・政治主導の人事を行うために必要な内閣人事局への機能移管を、与野党合意の基本法も修正した上、麻生政権時の政府提出法案よりも後退させている。昨年甘利大臣が人事院谷総裁の壮絶な抵抗をはねのけて人事院の機能移管を決めていたが、組合が強硬に反対したためあっさりとこれを削除してしまった。しかも、与野党合意でできた基本法を勝手にこっそり改正しようとしている。
・顧問会議という政令で決められた機関の意見も聞かずに組合の意見だけ聞いて満額回答の法案を出してきた。
・対案のように幹部公務員制度を新たにつくらないため、政治主導の抜擢人事が実現できない。
・担当大臣はかつて事務次官を廃止するといっておきながら、事務系副大臣を創設するといいはじめた（対案にあるように、事務次官を廃止すべきである）。典型的な財務省主導の霞が関流既得権擁護策である。
・国家公務員制度は、政権交代があっても変わるべきではない根幹制度であり、与野党合意の上で成立させるべきであり、自民党は「基本法」をそのように扱ってきた。民主党も国家公務員法改正案は与野党協議で合意形成の上成立させるべきである。
以上
